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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第61期

第３四半期連結
累計期間

第61期
第３四半期連結
会計期間

第60期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,237,944991,5285,025,631

経常損失(△) (千円) △187,696△92,087△261,475

四半期(当期)純損失(△)(千円) △176,795△80,406△515,779

純資産額 (千円) ― 1,119,433919,050

総資産額 (千円) ― 2,918,5113,876,687

１株当たり純資産額 (円) ― 85.61 129.53

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △15.56 △6.15 △72.64

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 38.4 23.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △383,995 ― △190,284

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,300,054 ― 293,438

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △687,864 ― △245,854

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 752,390 524,201

従業員数 (名) ― 199 221

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グル－プ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、各事業における主要な関係会社についての異動は以下のとおりです。

（印刷部門）

ペルフェクト株式会社は、新たに持分法適用関連会社となりました。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、新たに重要な関係会社となった会社の内容は次のとおりです。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（持分法適用関連会社）
ペルフェクト株式会社

東京都板橋区 85,000
高級美術品印刷
などの高品質印刷

41.18
印刷の外注
役員の兼任２名

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 199（18）

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む従業人員であります。

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

　　 ３ 臨時従業員にはパートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 195（17）

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む従業人員であります。

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。　

　　 ３ 臨時従業員にはパートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 生産高(千円)

製品制作 414,243

印刷 544,554

合計 958,797

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

製品制作 398,363 81,118

印刷 555,955 101,389

合計 954,319 182,508

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 販売高(千円)

製品制作 395,589

印刷 527,314

商品 68,623

合計 991,528

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載は、

当該割合が100分の10未満であり記載を省略しております。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　なお、平成21年２月４日開催の当社取締役会において、株式会社帆風の事業の一部を譲受けることを決議

し、同日事業譲渡契約書を締結いたしました。

　詳細は、「第５　経理の状況　１．四半期連結財務諸表」の重要な後発事象を参照してください。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の流動資産20億15百万円となり、前連結会計年度末に比べて３億１百万

円の増加となりました。これは、現金及び預金が２億38百万円増加した反面、売掛金75百万円及び仕掛品

14百万円の減少があったことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の有形固定資産は６億84百万円となり、前連結会計年度末に比べて５億

８百万円の減少となりました。これは、機械装置等の取得により１億38百万円の増加があった一方、建物

及び土地等の売却５億51百万円、機械装置等の除却41百万円及び減価償却費54百万円による減少があっ

たことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の無形固定資産は43百万円となり、前連結会計年度末に比べて10百万円

の増加となりました。これは、ソフトウエアの取得による15百万円の増加があった一方、減価償却費５百

万円による減少があったことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の投資その他の資産は１億74百万円となり、前連結会計年度末に比べて

７億61百万円の減少となりました。これは、投資有価証券の売却等によるものであります。

上記の結果、当第３四半期連結会計期間末の固定資産は９億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ

て12億59百万円の減少となりました。

当第３四半期連結会計期間末の繰延資産は０百万円となりました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における資産合計は29億18百万円となり、前連結会計年度末

に比べて９億58百万円の減少となりました。

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は10億91百万円となり、前連結会計年度末に比べて７億26百

万円の減少となりました。これは、短期借入金の減少６億２百万円によるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の固定負債は７億７百万円となり、前連結会計年度末に比べて４億32百

万円の減少となりました。これは、長期借入金の減少３億32百万円、社債の減少50百万円によるものであ

ります。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における負債合計は17億99百万円となり、前連結会計年度末

に比べて11億58百万円の減少となりました。

当第３四半期連結会計期間末の純資産は11億19百万円となり、前連結会計年度末に比べて２億円の増

加となりました。これは、第三者割当増資による資本金１億80百万円及び資本準備金１億80百万円の増加

並びに四半期純損失１億76百万円によるものであります。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における負債純資産合計は29億18百万円となり、前連結会計

年度末に比べて９億58百万円の減少となりました。
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(2) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間は、四半期連結財務諸表の作成初年度にあたるため、前年同期との比較分析

については記載しておりません。

当第３四半期連結会計期間における経営成績は、営業損失84百万円、経常損失92百万円、四半期純損失

80百万円となりました。

売上高は９億91百万円となり、売上原価が７億73百万円となった結果、売上総利益は２億17百万円とな

りました。

売上高の内訳は、製品売上高３億95百万円（構成比39.9％）、印刷売上高５億27百万円（構成比

53.2％）及び商品売上高68百万円（構成比6.9％）であります。商品売上高に含まれる連結子会社の売上

高は67百万円（商品売上高の97.8％）であります。

売上原価の主な内訳は、商品仕入高39百万円及び製造原価７億33百万円であります。

製造原価の主な内訳は、材料費78百万円、労務費１億40百万円及び経費５億40百万円であります。経費

に含まれている外注加工費は４億65百万円となり、その内訳は製品外注加工費83百万円及び印刷外注加

工費３億82百万円となっております。

販売費及び一般管理費が３億１百万円となり、当第３四半期連結会計期間における営業損益は84百万

円の損失となりました。

販売費及び一般管理費の主要な内訳は、給料手当等の人件費１億78百万円、福利厚生費26百万円、荷造

運賃12百万円、賃借料16百万円及び旅費交通費11百万円であります。

営業外収益は受取賃貸料１百万円及び持分法による投資利益１百万円を含む６百万円となり、営業外

費用は支払利息３百万円を含む14百万円となりました。その結果、当第３四半期連結会計期間における経

常損益は92百万円の損失となりました。

特別利益は固定資産売却益34百万円を含む35百万円となり、特別損失は事業構造改善費用16百万円を

含む20百万円となりました。法人税等が３百万円となり、当第３四半期連結会計期間における四半期純損

益は80百万円の損失となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間は、四半期連結財務諸表の作成初年度にあたるため、前年同期との比較分析

については記載しておりません。

当第３四半期連結会計期間における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、

営業活動によるキャッシュ・フローで２億31百万円減少し、投資活動によるキャッシュ・フローで４億

39百万円増加し、財務活動によるキャッシュ・フローで２億64百万円減少したことにより、資金の減少は

57百万円となり当第３四半期連結会計期間末の資金残高は７億52百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間において営業活動による資金の減少は２億31百万円となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純損失77百万円にたな卸資産の増加26百万円、事業構造改善引当金の減少43百

万円及び仕入債務の減少51百万円があったことによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において投資活動による資金の増加は４億39百万円となりました。これは

主に、有形固定資産の売却による収入５億17百万円に対し、有形固定資産の取得による支出35百万円及び

関係会社株式の取得による支出35百万円があったことによるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間において財務活動により資金の減少は２億64百万円となりました。これは

主に、長期借入金の返済による支出１億84百万円及び社債の償還による支出80百万円があったことによ

るものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は４百万円であります。
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(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融・経済危機が深まり、企業収益や雇用

情勢が急速に悪化するなど景気後退が進行しました。

印刷業界におきましても、需要の低迷に加え、競争激化による受注単価の下落など、厳しい経営環境が

続いております。

このような経済環境のもと、当社グループは、見直した「事業再構築計画」の製版事業を東京地区に集

約し、第三者割当増資先との共同仕入等による原価低減、印刷での共同運用のペルフェクト株式会社への

出資による持分法適用関連会社化と推し進めてまいりましたが、一時期の原油価格の高騰、大幅な受注減

少による売上高の落込みが影響し、経営成績につきましては厳しい結果となりました。

今後は、さらなる事業構造の改善を図るため、第三者割当増資先から印刷事業の一部の譲受けによる印

刷事業の拡大と、店舗の統廃合を実施して、生産効率の改善による収益力の強化を図っていく予定であり

ます。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　　当第３四半期連結会計期間において、以下の生産設備を譲渡いたしました。

　

事業所名
(所在地)

事業部門別
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

江東事業所
(東京都江東区)

印刷 印刷設備 223,302 -
259,500
(590)

- 482,802 -

（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　帳簿価格の「その他」は工具器具備品であります。

３　従業員は移動しておりおります。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　提出会社

　　①第２四半期連結会計期間末に計画中であった、関西事業所に係る設備の新設につきましては、

　　　平成20年10月に完了いたしました。

　　　②第２四半期連結会計期間末に計画中であった、江東事業所に係る設備の売却につきましては、

　　　平成20年12月に完了いたしました。

　

　　③当第３四半期連結会計期間に以下の設備の売却を計画いたしました。

　

会社名
事業所名

所在地
事業部門の
名称

設備の内容
期末帳簿価額
(千円)

売却予定年月

㈱光陽社
中部事業所

名古屋市千種区
製品制作及び
印刷

土地・建物等
の売却

70,034平成21年１月

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000

（注）平成21年１月23日開催の臨時株主総会において、定款の変更を行い発行可能株式総数は36,000,000株増加し、

50,000,000株となりました。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,392,00013,392,000
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数　1,000株

計 13,392,00013,392,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ─ 13,392 ─ 1,928,959― 180,000
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

(注)　当第３四半期会計期間において、鈴木隆一から平成21年１月６日付で関東財務局長に提出された大量保有報告

書の変更報告書(No1)により平成20年12月22日現在で以下のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当第３四半期会計期間末における当該個人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

鈴 木 隆 一 千葉県松戸市稔台３丁目17番地１ 888 6.63

　

(6) 【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載する

　　ことができませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式314,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
12,967,000

12,967 ─

単元未満株式
普通株式
111,000

― ─

発行済株式総数 13,392,000― ―

総株主の議決権 ― 12,967 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社光陽社

大阪市中央区谷町四丁目
７番11号

314,000 ─ 314,000 2.34

計 ― 314,000 ─ 314,000 2.34

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 118 81 94 75 62 49 38 33 31

最低(円) 50 66 63 57 43 38 25 22 24

(注)　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　　（１）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（千
株）

就任年月
日

取締役
社長

代表取
締役

佐々木 孝
昭和23
年11月
20日

昭和46年4月
凸版印刷株式会社　入社
平成17年4月
トッパンディスプレイ株式会社専務取
締役
平成20年6月　株式会社帆風取締役
平成20年12月　当社顧問
平成21年1月　当社代表取締役社長就任
（現任）

（注1） －
平成21年
1月23日

注1　取締役の任期は、選任の時から平成21年3月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
 
　（２）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役社長 代表取締役 片山　英彦 平成21年１月23日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号)附

則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、霞が関監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 762,990 524,801

受取手形 ※２, ※４
 404,623

※２, ※４
 404,669

売掛金 541,006 616,649

商品及び製品 17,724 17,899

仕掛品 82,289 96,757

原材料及び貯蔵品 26,675 33,794

その他 210,591 50,293

貸倒引当金 △30,743 △31,672

流動資産合計 2,015,158 1,713,193

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１, ※３
 285,835

※１, ※３
 518,711

機械及び装置（純額） ※１
 78,124

※１
 40,161

車両運搬具（純額） ※１
 359

※１
 465

土地 ※３
 297,001

※３
 611,371

その他（純額） ※１
 22,827

※１
 22,335

有形固定資産合計 684,148 1,193,044

無形固定資産 43,980 33,264

投資その他の資産

投資有価証券 ※３
 8,048

※３
 783,784

その他 242,893 232,997

貸倒引当金 △76,332 △80,403

投資その他の資産合計 174,608 936,378

固定資産合計 902,737 2,162,688

繰延資産 615 805

資産合計 2,918,517 3,876,687

負債の部

流動負債

支払手形 370,031 489,466

買掛金 243,819 270,044

短期借入金 105,914 708,220

未払法人税等 10,054 16,558

事業構造改善引当金 － 62,753

賞与引当金 20,249 44,348

その他 341,052 225,736

流動負債合計 1,091,121 1,817,128

固定負債

社債 － 50,000
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

長期借入金 227,190 559,833

退職給付引当金 464,909 460,660

その他 15,856 70,014

固定負債合計 707,956 1,140,508

負債合計 1,799,077 2,957,636

純資産の部

株主資本

資本金 1,928,959 1,748,959

資本剰余金 180,000 －

利益剰余金 △949,679 △772,549

自己株式 △35,091 △34,562

株主資本合計 1,124,189 941,847

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,755 △22,796

評価・換算差額等合計 △4,755 △22,796

純資産合計 1,119,433 919,050

負債純資産合計 2,918,511 3,876,687
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 3,237,944

売上原価 2,520,304

売上総利益 717,639

販売費及び一般管理費 ※
 890,899

営業損失（△） △173,259

営業外収益

受取利息 379

受取配当金 9,774

受取賃貸料 6,412

持分法による投資利益 1,941

物品売却益 7,003

その他 4,535

営業外収益合計 30,046

営業外費用

支払利息 19,612

支払補償費 8,916

その他 15,954

営業外費用合計 44,483

経常損失（△） △187,696

特別利益

固定資産売却益 117,775

投資有価証券売却益 121,589

貸倒引当金戻入額 4,943

特別利益合計 244,307

特別損失

固定資産売却損 55

固定資産除却損 9,036

投資有価証券売却損 98,146

事業構造改善費用 115,079

その他 827

特別損失合計 223,146

税金等調整前四半期純損失（△） △166,535

法人税、住民税及び事業税 10,260

法人税等合計 10,260

四半期純損失（△） △176,795
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 991,528

売上原価 773,816

売上総利益 217,712

販売費及び一般管理費 ※
 301,781

営業損失（△） △84,069

営業外収益

受取利息 73

受取配当金 9

受取賃貸料 1,194

持分法による投資利益 1,941

物品売却益 1,254

その他 1,567

営業外収益合計 6,041

営業外費用

支払利息 3,826

休止固定資産減価償却費 3,808

支払手数料 3,242

その他 3,183

営業外費用合計 14,059

経常損失（△） △92,087

特別利益

固定資産売却益 34,777

貸倒引当金戻入額 799

特別利益合計 35,577

特別損失

事業構造改善費用 16,688

その他 3,907

特別損失合計 20,596

税金等調整前四半期純損失（△） △77,106

法人税、住民税及び事業税 3,299

法人税等合計 3,299

四半期純損失（△） △80,406
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △166,535

減価償却費 59,792

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,999

賞与引当金の増減額（△は減少） △24,098

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,249

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △62,753

受取利息及び受取配当金 △10,154

支払利息 19,612

為替差損益（△は益） 5

持分法による投資損益（△は益） △1,941

有形固定資産売却損益（△は益） △117,719

有形固定資産除却損 43,567

投資有価証券評価損益（△は益） 197

投資有価証券売却損益（△は益） △23,442

会員権売却損益（△は益） 630

売上債権の増減額（△は増加） 84,783

たな卸資産の増減額（△は増加） 21,761

仕入債務の増減額（△は減少） △143,560

その他 △41,972

小計 △362,577

利息及び配当金の受取額 10,157

利息の支払額 △17,689

法人税等の支払額 △13,886

営業活動によるキャッシュ・フロー △383,995

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,400

定期預金の払戻による収入 400

有形固定資産の取得による支出 △109,515

有形固定資産の売却による収入 669,304

無形固定資産の取得による支出 △15,427

投資有価証券の取得による支出 △4

投資有価証券の売却による収入 776,655

関係会社株式の取得による支出 △35,000

ゴルフ会員権の売却による収入 1,100

短期貸付金の回収による収入 691

長期貸付金の回収による収入 550

差入保証金の差入による支出 △4,894

差入保証金の回収による収入 26,595

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,300,054
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △270,000

長期借入金の返済による支出 △664,949

社債の償還による支出 △110,000

株式の発行による収入 357,946

自己株式の処分による収入 163

自己株式の取得による支出 △1,026

財務活動によるキャッシュ・フロー △687,864

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 228,189

現金及び現金同等物の期首残高 524,201

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 752,390
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続して営業損失を計上いたしました。また、当第３四半

期連結累計期間においても営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して

おります。

当社グループはこのような状況を解消すべく、平成21年３月期中に事業所の統廃合を伴う抜本的施

策を加えるとともに、数値目標の見直しを行った「事業再構築計画」を実施しております。さらに当社

グループの属する印刷業界を取り巻く経営環境を勘案して、平成20年６月19日に第三者割当増資を実

施し、それに併せ各割当増資先から製版・印刷業務の受注拡大並びに品質及び生産性の向上、原価低減

さらには印刷付加価値増加など当社グループの経営再構築に向けた協力を受けております。

これらの施策は一定の効果は認められたものの、当第３四半期連結会計期間において世界的な金融

・経済危機が深まり、企業収益や雇用情勢が急速に悪化する中、受注が激減し、最終的に営業損失を解

消できない見込みとなりました。そのため、平成21年２月４日の取締役会で第三者割当増資先から一部

の事業の譲渡を決定するなど、来期の事業計画策定に向けての構造改革を検討しております。

以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断しております。

従いまして、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な疑義

の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

  １　持分法の適用に関する事項の変更
　　　関連会社
　　　当第３四半期連結会計期間において、ペルフェクト株式会社の株式を取得した為、同社を持分法の適用の範　
　　囲に含めております。

２　会計方針の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として売価還元法による原価法によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

これによる当第３四半期連結累計期間に係る損益への影響はありません。

(2) リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20

年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこと

に伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によってお

ります。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が会計基準適用

初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を適用しております。

これによる当第３四半期連結累計期間に係る損益への影響はありません
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率が第２四半期連結会計期間末に算定したものと著しい変化がな

　いと認められるため、第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。　

２　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価

切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を７～10年としておりましたが、第１四半期

連結会計期間より法人税法の改正を契機とし見直しを行い、４～10年に変更しております。

これにより当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失がそれぞれ6,009

千円増加しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は1,209,612千円

であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は2,759,007千円

であります。

※２　　　　　 　─────── ※２　受取手形割引高は160,232千円であります。

※３　担保資産

 担保に供されている資産について、事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められるもの

はつぎのとおりであります。

建物及び構築物

土地

投資有価証券

278,725千円

272,671千円

1,962千円

 

※４　 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

満期手形が、四半期連結会計期間末残高から除か

れております。

　受取手形　　　38,610千円

※３　担保資産

 

建物及び構築物

土地

投資有価証券

511,830千円

610,571千円

645,427千円

 

※４　　　　　 　───────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

つぎのとおりであります。

従業員給料手当 420,906千円

役員報酬 23,280千円

福利厚生費 79,884千円

退職給付引当金繰入額 29,184千円

賞与引当金繰入額 12,122千円

減価償却費 7,562千円

 

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

つぎのとおりであります。

従業員給料手当 145,432千円

役員報酬 8,460千円

福利厚生費 26,857千円

退職給付引当金繰入額 11,542千円

賞与引当金繰入額 12,122千円

減価償却費 2,807千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 762,990千円

預入期間が３か月超の定期預金 △10,600千円

現金及び現金同等物 752,390千円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,392,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 315,483

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成20年６月19日付で、株式会社帆風、松井勝美氏及び新日本カレンダー株式会社より第三者

割当増資の払込みを受けました。この結果、第１四半期連結会計期間において資本金が180,000千円、資本

剰余金が180,000千円増加し、第１四半期連結会計期間末において資本金が1,928,959千円、資本剰余金が

180,000千円となっております。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい

変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が

見られます。

　

　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 9,854 5,655 △4,198

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

計 9,854 5,655 △4,198

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

当社グループは印刷にかかる写真製版ならびに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一事

業であるため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記載

を省略しております。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

85.61円 129.53円

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 15.56円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 176,795

普通株式に係る四半期純損失(千円) 176,795

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,362
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 6.15円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 80,406

普通株式に係る四半期純損失(千円) 80,406

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,076

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

重要な事業の譲受

　平成21年２月４日開催の当社取締役会において、株式会社帆風の事業の一部を譲受けることを決議し、同日事業

譲渡契約書を締結いたしました。

 (1)事業譲受の目的

当社は、印刷事業を主力事業とし、その事業の強化・拡大を重点戦略として位置付けており、その中で今回、株

式会社帆風の事業の一部の譲受けにより、印刷事業の拡大と、生産効率の改善による原価低減での収益力の強化

が図れると判断し、事業の譲受けに関する合意を決議いたしました。

 (2)事業を譲り受ける相手会社の名称

株式会社帆風

 (3)譲り受ける事業の内容

株式会社帆風の事業の一部であり、取引先の小売店舗で販売促進のために使用する広告媒体を印刷、加工、納

品する事業

 (4)譲り受ける資産・負債

機械装置、工具器具備品及びこれらに関連する債務を予定しております。

 (5)譲受け金額及び決済方法

　　①譲受け金額　　　　360,231千円

　　②決済方法　　　　　事業譲受け期日に現金にて決済する予定であります。

 (6)譲受けの日程

　　 平成21年２月４日　　取締役会決議
     平成21年２月４日　　事業譲渡契約締結
     平成21年３月１日　　事業譲受け期日（予定）
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年２月12日

株式会社　光陽社

取締役会　御中

　

霞が関監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　森　田　　　　義　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　笹　川　　敏　幸　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社光陽社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光陽社及び連結子会社の平成20年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで２期連続して営業損

失を計上した。また、当第３四半期連結累計期間においても営業損失を計上しており、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反

映していない。

２　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年２月４日開催の取締役会において、株式会社

帆風の事業の一部を譲受けることを決議し、同日事業譲渡契約を締結した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
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(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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